
機密性2　取扱注意

〒 164-8721 　以下のとおり決定書をお送りいたします。
　なお、地方事務所長のした決定に不服のある場合
には、決定書が到達した日から30日以内に、地方事
務所長に対し、不服申立書を提出する方法により不
服申立てをすることができます（個別契約締結前の
受任予定者・受託予定者を除く。）。不服申立てをし
た場合、申立てに係る資料は、利害関係者に交付さ
れることがありますので、ご了承ください。

東京都中野区本町1-32-2

ハーモニータワー８階

法　てらこ　様
2024-999999

法テラス△△

（写） 決 定 書
〇 援 助 番 号 △△2024-999999

援 助 番 号

援 助 番 号

決定の種類 : 援助開始 援 助 番 号

審 査 担 当 : 法テラス△△ 援 助 番 号

（〇〇法律事務所）

①事件概要 99999 弁護士 司法　太郎

被 援 助 者 法　てらこ 事   件   名 離婚等請求

援 助 種 別 代理援助 法 的 手 続 調停

②決定内容

■センター立替金 合計（税込）　152,000円

(内訳:　代理援助実費20,000円／着手金132,000円 )

■被援助者直接支払金 合計（税込） 0円

・民事訴訟法82条に該当すると思料される訴訟事件については、訴訟上の救助の決定を求めるものとする。

却下決定を受けた場合の印紙代並びに鑑定料等の特別な支出につき、地方事務所長の決定があったときは、

決定額を追加して立替える（限度額あり）。

■その他決定事項

・離婚等請求事件（調停）について援助する。
・事前の交渉を含み、交渉段階で終了した場合は終結時に費用を調整する。
・事件結果に応じて上記とは別に受任者に報酬金が発生する（代理援助立替基準により別
途審査の上で決定する。金銭給付（養育費の2年間分を含む）のある場合は、概ねその10
％＋税を基準とする。金銭等財産的給付のない事件結果の場合は、66000円～132000円が
基準となる）。・調停不成立で離婚訴訟に移行する場合や他の法的手続が必要となる場合
は、受任者よりご報告いただき、関連援助の可否について別途審査する。
・事件の困難性等を考慮し、上記着手金を増額する場合がある。
・援助終結時に、原則3年以内に償還が完了するよう償還月額を調整する。

・他の法的手続又は立担保援助が必要となる場合は、受任者からの報告をもって援助申込みとし、援助の可否に

ついて別途審査する。当該事件終了後に援助申込みがあった場合は、開始決定を行うことはできない。

・事件の結果、相手方等から入金があった場合には、立替金は、原則として一括で償還するものとする。

償 還 総 額 ※関連事件含む本日現在の立替金残額　152,000円

償 還 方 法 割賦償還　2023年6月より　月額5,000円

令和０５年０３月３１日

以上のとおり決定する。

日本司法支援センター　 東京地方事務所 所長　中城　重光




